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EU の食品安全ガバナンスと国際貿易ルール 

 

１ はじめに 

 

我が国では，食品の安全性の確保，消費者政策の一層の充実という課題が，政策形成論

議においてますます重要視されている。本稿では，食品安全性政策（Food Safety Policy）

という政策課題を鑑みて，当該分野で先駆的な制度改革を進めてきた欧州連合（EU）に

おける食品安全ガバナンスについて，その基礎的内容を紹介・検討する。 

 

構成としてはまず 2 において，EUにおける食品安全にかかわるガバナンス・システム

の制度的側面について，その歴史とともに概観する．その後 3 において，EUの食品安全

に係わる政策と国際経済関係との連関，とくに世界貿易機関（WTO）を中心とした（国際

貿易ルールとの関係について，具体的な事例や政策の動向を確認していく．なお本稿にお

いて記した URLは全て 2009年 2月 22日付けでアクセスを確認しており，煩雑さを避け

るためにそれぞれの URLの後には記していないことをお断りしておく。 

 

２ EU の食品安全ガバナンス 

ここでは，EUの食品安全ガバナンスの仕組みについてみる1．1）では，EUの食品の安

全性についての政策方針と，政策の法的根拠付けを与える規則の内容について記す．2）

では，食品安全政策を具体的に実行している組織について説明する。 

 

 １） EU食品安全白書と EU一般食品法規則 

  （1）EU食品安全白書 

EUの食品安全政策は，「食品法」と呼ばれる制度体系のなかで定められてきた。食品法

は，単一の法律が存在するわけではなくて，衛生や表示など食品に係わる様々な制度を定

めた法律群のことを指している。つまり，原料表示の方法など伝統的な食品政策（Food 

Policy）の中に，安全性に関わる規制や手段をカバーする食品安全政策が包含されるとい

う関係にある。 

 

そして，現在の EUにおける食品政策は，食品の安全性の確保を重視した食品安全政策

としての色合いを強めてきた。既存の EC／EU法の体系の中には，食品法は域内市場に関

する条項と，共通農業政策（CAP）との関連において位置づけられているに過ぎなかった。

しかし EU の食品政策は 2000 年前後を境として，従来の農業政策の文脈上に置かれた食

                                                  
1 本稿でガバナンス（Governance）と言った場合，ある問題群に対する政策（制度）と，政策を具体的
に実行する組織および組織の形態を含めた概念として用いている． 
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料安全保障を強調するものから，消費者保護と結びついた食品の安全性を重視するものへ

と変化したと一般的に評価されている．その変化の過程について詳しくみていこう。 

 

現行の EU の食品安全に係わる政策と制度の枠組みを形作っているのが，2000 年に発

表された「食品安全白書」（White Paper on Food Safety）と2，2002年に採択された「食

品法の一般的な原則と要件及び食品安全に関する諸手続を定めると共に欧州食品安全機関

を設置する規則（EC）No.178/2002」（以下，「一般食品法規則」）である3。EU 一般食品

法規則に基づき，食品法一般原則が制定され，広く食品にかかわるリスクを評価する独立

機関として，「欧州食品安全機関（EFSA：European Food Safety Authority）」が設立さ

れている。FESAについては 1.2）においてみるとして，ここでは，「食品安全白書」と「一

般食品法規則」について検討する。 

 

EU が上述のような食品安全をめぐる制度枠組みに至った理由としては，例えば以下の

5 点が代表的なものとして指摘されている4．①1993 年の EU 市場統合以降の域内貿易の

拡大と国際化のさらなる進展，そして 2004 年の EU への中東欧加盟．②規制緩和，地方

分権，民間資源の活用への動き，③食生活の変化を背景にした食品産業の発展．④物流，

情報技術の著しい進歩．⑤BSEを始めとする新しく深刻な食性病害の発生である。これら

の政治経済的な変化を背景として，EU の食品安全をめぐる制度枠組みは形成されてきた

のである。 

 

その中でもとくに大きなインパクトを与えたのが，欧州地域における BSE 危機（1996

年）である5。1996年 3月に英国政府は，BSEの原因物質を経口摂取することが，変異型

クロイツフェルト・ヤコブ病の発症と関係していると発表した。このことにより，英国の

みならず EU全体が大混乱に陥った。BSE危機を景気とした市民社会による食品安全性へ

の要求の高まり，とくに流通ルートの特定という課題を背景に，欧州委員会は食品安全問

題を最優先の政策課題に置くことになったのである。なお欧州委員会（The European 

Commission）とは，EUにおける行政執行機関であり，EU法令の提案権をもつ唯一の機

関である．同委員会は，貿易政策や競争政策など，EU全体の政策を実行する権限を持つ。

また欧州委員会は，加盟国の利益ではなく EU全体の利益のためだけに活動することを義

務付けられている6。 

                                                  
2 European Commission [2000], White Paper on Food Safety,（COM（1999）719 final） . 
3 Regulation (EC）No 178/2002 of The European Parliament and of the Council of 28 January 2002 
laying down the general principles and requirements of food law, establishing the European Food 
Safety Authority and laying down procedures in matters of food safety. 日本語訳については，樋口修
［2006]「EU食品安全政策の展開と動向」『レファレンス』9月号，国立国会図書館を参考にした． 
4 中嶋康博［2005］『食の安全と安心の経済学（第 2版）』，コープ出版，87頁． 
5 BSEの発生（感染）は，その原因物質を含む肉骨粉を原料とする配合飼料を牛が経口摂取することに
より拡大すると，一般的に考えられている． 
6 委員会は 20人の委員から構成される（一国から最低一人，二人以上は禁止）．委員会本部はブリュッセ
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BSE危機のような未曾有の食品災害を受け，欧州委員会は EUの統一的な食品法を構築

することを目指した。なぜならそれまで EUには統一的な「一般食品法」が存在していな

かったのである7。食品法の構築に関する試みとして重要であったのが，1997 年に欧州委

員会は「EUにおける食品法の総合原則に関するグリーンペーパー」（以下，食品法グリー

ンペーパー）を公表したことである8。 

 

食品法グリーンペーパーとは，食品安全制度改革に関して広く論議を喚起するため，EU 

レベル及び各加盟国レベルの食品安全諸機関並びに食品安全政策に関わる全ての利害関係

者に対して，欧州委員会が公表した検討資料である。そして，このグリーンペーパーが公

表された目的は，①現行の EU 食品関係法が，消費者・生産者・取引業者のニーズと期待

をどの程度満たしているかを調査すること，②公的な規制・検査制度について，その独立

性・客観性・同等性・有効性を強化するための措置が，安全で健康的な食品供給を確保し

かつ消費者の他の利益を保護するという当該制度の基本的な目標をどの程度満たしている

かを検討すること，③EU 食品関係法に関する論議を広く一般に喚起すること，④これを

通じて，欧州委員会が将来の EU 食品関係法の発展のため，必要な場合に適切な措置を講

じることができるようにすること，の 4点に集約することができる。 

 

また食品法グリーンペーパーは，EU食品法における目標を以下の 6つに定めている。 

①高い水準の公衆衛生，安全性，消費者の保護を確保すること 

②域内市場の自由な流通を確保すること 

③科学的証拠とリスク評価に基づいた法制度の確保すること 

④ヨーロッパ企業の競争力の確保と輸出力を強化すること 

⑤食品安全への第一義的責任は農業生産者，食品加工企業などの供給者にあること，ま

た HACCPのような安全システムを採用するとともに，それを効率的な公共管理によ

って支援すること9 

⑥法的制度は包括的で合理的，一貫性があり，簡素化されており，利用者に便利で，関

係者の間で十分な協議を重ねたものであること 

また，食品法グリーンペーパーと同時に公表された文書として，｢消費者の健康と食品安

                                                                                                                                                
ルにあり，事務局が置かれている．欧州委員会には，委員（いわゆる閣僚に相当）を補佐する部局（委員

官房及び総局．いわゆる中央省庁に相当）が置かれている． 4つの部門の下に総局が設置されており以
下，局，課が置かれている． 
7 「白書」以前の EU食品関係法については，樋口［2006］61―63頁を参照． 
8 European Commission [1997], Commission Green Paper The general principle of food law in the 
European Union (COM(1997)176). 
9 HACCPとは衛生管理の方式を指す用語である．従来の食品の衛生管理は最終製品からの抜き取り検査
による衛生水準の確認を基本としていた．HACCP方式は，食品製造過程で危害が混入するおそれのある
重要管理点を管理，監視，記録して，高い衛生水準を確保しようとするものである．より具体的なHACCP
の説明としては，中嶋［2005］，111―114頁を参照のこと． 
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全性に関するコミュニケーション10｣がある。これは，食品検査・動植物検疫の領域におけ

る欧州委員会への科学的助言に関して，その質を高め独立性と透明性を向上させるために

欧州委員会が講じる措置を公表した文書である。 

 

同文書は，食品安全制度を取り扱う食品法グリーンペーパーと共に，以後の EU の食品

安全政策の方向性を示すものとなった。この文書では，リスク分析の手法を利用すること，

対象をフードチェーン全体に広げること，公式な監査制度と各国の安全機関の役割，につ

いて確認された。そして，EU の食品安全政策における科学的助言と食品検査・動植物検

疫のあり方に関して，①立法に関する責任と科学的助言に関する責任の分離，②立法に関

する責任と検査に関する責任の分離，③科学的助言の意思決定過程と食品検査・動植物検

疫の措置の双方について，透明性と情報公開度を高める，という 3つの原則を提示した11。 

 

その後，欧州委員会は，食品法グリーンペーパーと消費者の健康と食品安全性に関する

コミュニケーションに寄せられた意見を受けて協議・検討を行い，2000 年１月 12 日に

EU における包括的な食品安全対策を提示する「食品安全白書」を採択して公表した。食

品安全白書は，第 1章「序論」，第 2章「食品安全の原則」，第 3章「食品安全政策の基本

要素」，第 4章「欧州食品安全機関設置の方向」，第 5章「法令化の見地」，第 6章「管理」，

第 7章「消費者情報」，第 8章「国際化」，第 9章「結論」という構成になっている。 

 

白書の最終的目標は，ヨーロッパの食品を消費する消費者の健康保護水準を最高の水準

にもっていくことであり，その食品安全を「農場から食卓へ」（Farm to Falk）の全過程

において実現するために，法令の改正と食品安全政策の確立をラディカルに行うこととさ

れている．また，白書では EUの目指す食品安全システムの原則が記されている12。 

 

その原則とは，第 1に総合的統合的であることが必要であり，アグリフードチェーン全

プロセスの管理かつすべての食品セクターに適用される横断的管理がなされることを意味

している（貿易相手国にも適用される）。 

 

第 2に，フードチェーンの主体者である飼料加工業者，農業者，食品加工業者には第 1

義的な食品安全についての責任があり，加盟国の行政専門家や欧州委員会は彼らの社会的

責任を監視し管理する役割がある。消費者もまた食品の適切な貯蔵と取り扱い調理責任が

                                                  
10 European Commission [1997], Communication from the Commission: Consumer Health and Food 
Safety (COM(1997)183). 
11 BSE危機の発生を踏まえて行われた 1997年の欧州委員会の機構改革の結果，従来他の総局の所管で
あった（動植物検疫，公衆衛生，健康増進，動物飼料，獣医衛生などの任務）が，消費者問題を所管する

第 24総局（現在の健康・消費者保護総局）に移管された
（http://ec.europa.eu/dgs/health_consumer/index_en.htm）． 
12 松木洋一＝R.ヒュルネ編著［2007］『食品安全経済学』日本経済評論社，16頁． 
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あることを自覚しなければならないという責任（Responsibility）の原則をとなえている。 

 

第 3 に消費者の健康を保証するために食品，飼料，添加物のトレーサビリティ

（Traceability）の原則が重視されている。 

 

第 4に食品政策は包括的で効果的かつダイナミックであることが重要であり，この政策

の実行過程の透明性の徹底（Transparent）の原則が必要だとされている。 

 

第 5にリスク分析が食品安全政策の基本になければならないとしている。 

 

第 6にリスク管理において予防原則（Precautionary principle）の適用が重要としてい

る。 

 

第 7 にその他の考慮すべき点として，コーデックス規格のような国際協調問題13，環境

問題，動物福祉問題，持続可能な農業の問題，消費者の品質に関する期待や公正な情報の

問題，食品の品質の本質に係わる定義，生産過程の方法などをあげている。 

 

またこの白書では，EUの系統的な助言能力等の権限強化と，「農場から食卓まで」の管

理の強化を図るように，規則を見直し，透明性と一貫性を持たせることを求めており，具

体的には，以下の 19 の食品安全に関する分野（①優先課題：EFSA の設立，総合的な食

品に関する指令の提案など，②飼料，③人畜共通伝染病，④家畜衛生，⑤畜産副産物，⑥

BSE・TSE（伝達性海綿状脳症），⑦衛生管理，⑧汚染物質，⑨食品添加物・香料，⑩食

品包装資材⑪，新規食品／遺伝子組み替え体（GMO），⑫放射線照射食品，⑬特定栄養食

品・栄養補助食品／栄養強化食品，⑭食品表示，⑮農薬，⑯栄養，⑰種子，⑱支援措置，

⑲第三国政策・国際関係）で，多くの規則提案を含む計 84 のアクション・プランを提示

した。 

 

  （2）一般食品法規則 

（1）で概観した食品安全白書によって表明された EU の食品安全政策の草案は，2000

年 5月まで利害関係者及び市民からの集められた意見をもとに，欧州委員会において検討

が行われた。欧州委員会はこの検討結果を踏まえ，2000年 11月 8日に食品法の一般的な

原則・要件，欧州食品機関の設立，食品の安全性に関する手続の設定，拡張した迅速警報

システムの設定等）の法制化を図る法案を，欧州議会および欧州農業大臣閣僚理事会に提

                                                  
13 コーデックス規格とは，コーデックス委員会という世界の食品に関わる規格を設定する機関によって
作成された規格を指す．WTO協定は各国の衛生検疫に関わる措置をコーデックス規格にハーモナイゼー
ションすることを規定しているが，具体的に規格や基準を国際的にどこまで共有・調和させるかが，論争

点となっている． 
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出した。両機関はこれに基づいて審議を行い，2002 年１月 28 日，一般食品法規則

（Regulation（EC）No.178/2002）を採択した14。 

 

一般食品法規則は，以下の 5つの章（Chapter） から構成されている。 

・｢第 1章 範囲及び定義（Scope and Definitions）｣（第 1条―第 3条） 

・｢第 2章 一般食品法（General Food law）｣（第 4条―第 21条）  

・｢第 3章 欧州食品安全機関（European Food Safety Authority）｣（第 22条―第

49条） 

・｢第 4章 神速な警報システム，危機管理及び緊急事態（Rapid Alert System, Crisis 

Management and Emergencies）｣（第 50条―第 57条） 

・｢第 5章 手続き及び最終規定（Procedures and Final Provisions）｣（第 58条―

第 65条）  

 

一般食品法規則では，食品の共通定義をはじめて確立し，高い健康保護を保証するため

の食品法の指導的原則と目的が制定された。そして，第 1章第 2条において，食品（食品

材料）は，「加工，部分加工，非加工されたもの，あるいはその予定のもので，人間が適切

に摂取することになっているあらゆる物質ないし製品（food (or foodstuff) means any 

substance or product, whether processed, partially processed or unprocessed, intended 

to be, or reasonably expected to be ingested by humans）」と定義されている。なお食品

には飲料や水など食品に投入されるものも含まれるが，飼料，食用として出荷されること

のない生きた家畜，収穫前の作物，医薬品，化粧品，たばこ，麻薬・催眠剤，残留汚染物

資は含まれないとされた。 

 

また，規則第2章の第1セクション「食品法における一般原則（General Principles of Food 

Law）」においては，「5条：一般目的（General objective）」とともに，「6条：リスク分析

（Risk analysis）」「7条：予防原則（Precautionary principle）」「8条：消費者利益の保護

（Protection of consumer’s interests）」から構成されており，食品安全白書（第2章）で

示された予防原則などの政策の諸原則が反映され，制度的に盛り込まれた。6条で示され

たリスク分析は次に述べるEFSAのあり方にもつながっている。また8条には，食品の安全

要件，飼料の安全要件，食品及び飼料の表示・広告・体裁等が消費者を誤認させるもので

ないこと，食品産業事業者と飼料産業事業者の責任などが規定されている。 

 

次に同章の第 2セクション「透明性の原則」食品法の審議や評価，改正などについての

情報公開と市民からの意見参加などが定められている。同時に人間と動物の健康への危険

性を生じさせる食品や飼料についての適切な情報を公開することが定められている。 

                                                  
14 原文テキストは http://ec.europa.eu/food/food/foodlaw/index_en.htmから閲覧できる． 
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一般食品法規則について畜産経済学の立場から松木洋一は，同法の積極面を，高い水準

の人間生活・健康・消費者利益の保護とともに，家畜の健康と福祉の保護，植物の健全な

生育と環境の保護を謳っているところ，食料のみならず家畜の飼料の安全性を管理するこ

とを重要な目的に据えているところにあるとみている15。 

 

アグリフードチェーン全体の管理を安全性確保という観点から進め，最終的な食品・食

料の性格を規定する畜産などの生産プロセスにまで踏み込んでいるところに，EU の食品

安全政策の特徴があるように思われる。 

 

 2） EUの食品安全にかかわる組織 

次にこのような食品安全に関わる理念や法のもとで，どのような組織が EUにおいて食

品安全ガバナンスに携わっているかを説明していく。 

 

EU 加盟国以外の先進国でも食品安全政策とガバナンスの制度構築が進められている。

例えば日本では，2003 年 5 月に食品安全基本法，食品安全委員会の設立が定められた。

そこでは，安全行政の基本にリスク分析（Risk Analysis）を据えると明言されている。 

 

ここで，リスクをめぐる論点について説明しておこう．まずリスク分析とは，リスクを

構造的にコントロールするための対処方針である。リスク分析によれば，食品安全対策に

係わる機能を分解し，組織と業務を構造化してそれらの機能を明確に割り当てることがで

きる．リスク分析の機能は次の 3つの要素からなる（図 1）。 

 

①リスク評価（Risk evaluation）：食品危害のリスクを科学的に評価できる機能である．

まずなにが危害であるかを特定し，その危害がどのくらいの量で病害等をもたらずか 

を明らかにすること（新しい添加物の安全審査など）。 

②リスク管理（Risk management）：社会的に許容できるリスク目標を設定して，その 

水準以内にリスクを抑えるための様々な方策を実行していく機能（規制のために必要

な法制度の制定，残留農薬の規制値の決定，監視の遂行など）。 

③リスクコミュニケーション（Risk communication）：どのようなリスクがあるのか，

どのような対策を行っていくのかについて，消費者を始めとしてすべての利害関係者

へ正確に伝達していく機能。 

 

 

                                                  
15 松木＝ヒュルネ編著［2007］，18頁． 
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図１ リスク評価・管理・コミュニケーション 

出所：中嶋[2005]を参考に筆者作成 

 

これら 3つの機能が互いに補完する関係にあることがポイントとなる。上で記したリス

クをめぐるいくつかの機能からも理解できるように，リスク評価とリスク管理は密接な関

係にあるため，リスク評価機関とリスク管理機関を明確に分けることは実は難しい16。 

 

リスク評価で明らかになったことやリスク管理によって決定された事項が組織の間でし

っかりと伝達し，そして消費者（市民）へしっかりと説明されるべきであり，一方的な説

明ではなく，双方向での対話が望ましいのである。この点がリスク分析におけるリスクコ

ミュニケーションの重要な役割であり，この局面において，“市民参加”のあり方が問われ

てくるのである。 

 

さて，このようなリスク分析をめぐる問題への対処として，既に説明した食品安全白書

の最も重要な要素の 1つが，科学的かつ技術的な権限を持つ機関である EFSAの創設を提 

案したことである。一般食品法規則｢第 3章：欧州食品安全機関｣では，食品の安全性に関

する EU の立法・政策に科学的助言を行う等の任務を有する EFSA について，その任務

や課題，組織機構等を規定している．EU では，リスク評価機関を新たに設立するにあた

り，BSE危機でリスク評価とリスク管理が一体化していたために適切な管理手順を実行で

きなかったことから，評価プロセスの情報公開における透明性とリスク管理部門からの独

立性を強調したのである．そのような観点から創立されたのが EFSAである。 

 

EFSAは「食品および飼料の安全に関して，直接または間接的に影響を与えるすべての

                                                  
16 たとえば，イギリスでは同一機関（食品安全庁）が，フランスでは別の機関（食品衛生安全庁がリス
ク評価，経済財政産業省・農林水産省などがリスク管理を担っている． 

リスク評価 

・危害同定 

・危害解析 

・暴露量評価 

・リスク解析 

リスク管理 

・リスク評定 

・政策評価 

・政策実行 

・監視・点検 

  

リスク 

コミュニケ
ーション 
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分野において，EU の規則と政策に対する科学的な助言および支援を行うこと」を目的に，

あらゆる経済団体や行政から独立した科学的機関である．EFSAの使命は EUの政策と法令

の整備に対してよりよい科学的根拠と助言を与えるために，欧州委員会などリスク管理に関

わる意思決定主体をサポートする役割を果たすことにある。 EFSA が分析の対象としてカ

バーしているのは，食品と飼料の安全性，栄養，動物の健康と福祉，植物の保護と健康とい

ったものである。EFSAはホームページにおいて，いま述べた対象へのリスク評価について，

グローバルに認知された機関となることを組織の目指すところとして記している。 

 

形式的には，EFSAは，法的な根拠を一般食品法規則に持つ EUの組織である。記述の

とおり欧州委員会など EUの他の機関からは独立した運営が行われる。組織の管理・運営

については，EFSAの運営理事会（Management board）に対する説明責任を有する長官

（Executive director）が行う。長官と EFSAの職員は諮問フォーラム（Advisory forum）

および科学委員会（Scientific committee）および 10の科学パネル（Scientific panel）か

ら科学的な意見等を受ける（設立時は 8のパネルであったが，2009年 1月増加している）。

科学委員会は，異なる科学パネルの意見の整合性および総合的な調整に責任を負う。科学

パネルは，独立した科学者によりそれぞれ構成される。以下は，10の科学パネルの名称で

ある（（）は略称）17。 

 

・ 動物の健康と福祉（Animal health and welfare（AHAW）） 

・ 食品添加物と食品栄養添加（Food additives and nutrient sources added to food 

（ANS）） 

・ 生物的ハザード（BSE/TSEに関連するリスクを含む）（Biological hazards（BIOHAZ）, 

including BSE-TSE-related risks） 

・ 食品と接触する材料，酵素，調味料と調理補助（Food contact materials, enzymes, 

flavorings and processing aids（CEF）） 

・ フードチェーンの汚染（Contaminants in the food chain（CONTAM）） 

・ 家畜飼料に用いられる添加物（Additives and products or substances used in animal 

feed（FEEDAP）） 

・ 遺伝子組み換え体（Genetically modified organisms（GMO）） 

・ 栄養製品，栄養素，アレルギー（Dietetic products, nutrition and allergies（NDA）） 

・ 植物保護製品とその残留物（Plant protection products and their residues（PPR））  

・ 植物の健康（Plant health（PLH）） 

以上ごく簡単に EU の食品安全ガバナンスを概観してきた。EU 食品安全ガバナンスの

特徴としては，リスク管理主体である欧州委員会とリスク評価主体である EFSAを協力関
                                                  
17 EFSA の活動費用は，全額 EU 予算から支出される（業務活動自体は独立）．所在地は，イタリアの
パルマ（2005年 10月～)であり，2002年の設立以来しばらくの間暫定的にブリュッセルに置かれていた．
http://www.efsa.europa.eu/EFSA/home.htmを参照した． 
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係にある別の組織として設立したことが挙げられる。リスク分析を構成する各要素を完全

に分割することは，記述の通り困難な作業を伴う。EU はこれら要素を分割したガバナン

スの仕組みを採っているわけだが，BSE危機への対応の教訓を踏まえた制度の構築を進め

ている点に，食品安全ガバナンスについてのビジョンを明確に看取することができる。な

お EUの重要な政策原理のひとつである「補完性原理」（Subsidiary principle）は，諸政

策にかかる権限・機能の分権と協働を同時に強調するものであり，ガバナンスを論じるに

あたって必要不可欠な概念である。どの地域のどの機関にどのような権限と機能を与える

かは，食品安全政策のみならず，EUの政策全般における関心事項となのである18。 

 

また，EU における「科学的根拠」と政策・制度設計の関係という，重要な論点につい

ても触れておく必要があろう。これまでの記述にも散見されるように EUの食品安全ガバ

ナンス・政策においては，「予防原則」の考え方が重視されている。同原則をめぐっては，

1992年の国連環境開発会議リオ宣言の原則（15）において，「予防的措置（Precautionary 

approach）」が次のように定義さられたことから注目を集めた。すなわち「環境を保護す

るため予防的措置は，各国においてその能力に応じて広く適用されなければならない。深

刻な，あるいは不可逆的な被害のおそれのある場合には，科学的確実性の欠如が，環境悪

化を防止するための費用対効果の大きな対策を延期する理由として使われてはならない」

という規定である。そして EUにおいて予防原則とは，EU一般食品法規則第 7条におい

て，「公衆衛生上の決定を行う必要があるが当該リスクに関する科学的情報が決定的でない

あるいは不完全である場合にリスク管理者に与えられたひとつの選択肢（an option open 

to risk managers when decisions have to be made to protect health but scientific 

information concerning the risk is inconclusive or incomplete in some way）」と定めら

れている。例えば，ある化学物質が人体に深刻なあるいは不可逆的な悪影響を与えると判

断できる要素があり，リスク評価が行われた結果，多くの不確実性を含んでいるため，必

ずしも科学的に因果関係が証明できないが，予防的に規制した方がよいと判断するものが，

予防原則に基づいてとられる（予防的）措置ということになる。 

 

EUの食品安全ガバナンスにおいて，科学的証拠は無視・軽視されるどころか，EFSAに

予算と権限を明確に与えることからもリスク評価における科学的根拠をむしろ重視する姿

勢を示している。また EUは，予防原則・不確実性への対処をという観点を重視しているた

め，具体的な政策形成プロセスでは科学的証拠とともに EU 市民の関心事項（Consumer’s 

Concerns），消費者利益に，一定以上のウエイトを置いている。このことは，EU の食品安

全政策（規制）が，自然科学的な意味で純粋な「科学」にのみ基づくのではなく，市民の関

心事項への配慮や予防的措置を織り込んだ公共政策であることを意味している。 

                                                  
18 政策における補完性原理などの論点を踏まえつつ環境政策にかかる EUの制度を概観するには，
Andrew, J. eds. [2005], Environmental Policy in the European Union: Actors, Institutions & Processes 
(2nd Edition), Earthcanを参照されたい． 
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３ 食品安全規制と国際貿易ルールとの関係19
 

 

上では，EU における食品安全ガバナンスの展開と現状について概観し，予防原則の取

り扱いを含めた食品安全政策の公共政策としての側面にも言及した。食品安全政策は，科

学・市民社会・文化といった各要素を反映して，その具体的な制度の内容は国際的に異な

る形で形成されていく。国際的な商取引である貿易・通商はこの違いに影響を受けるため，

経済のグローバリゼーションが進展するにつれて，この国際的な政策・規制の差異に注目

が集まるようになった。ここでは，EU の食品安全政策と国際貿易規律・ルールの動向に

ついて概観する。 

 

図 2は，国際的な局面（2国間）での食品安全政策，衛生植物検疫措置（SPS措置）の

構図を整理したものである20。SPS 措置とはおおまかには次の２つのリスクのコントロー

ルを対象としている。すなわち，人間が食料を消費した場合に毒素，病原体，化学残留物

などによって影響を受ける「①人体へのリスク」と，病気・寄生虫・外来種などが環境に

放出された場合の「②動植物（生態系）へのリスク」である21。 

図２ SPS措置をめぐる構図とその背景 

出所：筆者作成 

                                                  
19 なお以下の記述は，拙稿［2009］『環境関連貿易ルールの政治経済分析：安全性問題を中心に』一橋大
学大学院経済学研究科博士学位請求論文，第 3章および第 4章に一部基づいている． 
20 WTOでは，いわゆる食品安全に関わる規制や措置は Sanitary and Phytosanitary Measuresと呼ばれ
ている．WTOの協定には，SPS措置を規定する具体的なルール（SPS協定）があり，その運用がひとつ
の重要な論点を形成している． 
21 ここでの整理に関しては，OECD[1999], Food Safety and Qualityを参照した． 
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例えばある国が食品や農産物に関連するリスクを制御しようとして残留農薬基準などを

策定する政策を出すことが，輸出制限的，あるいは「保護主義」であるとして国際貿易の

ルールに抵触する可能性が指摘できる。どのような政策や措置がWTOのルールと整合的

かどうかの基準は必ずしも明瞭ではなかったため，先駆的に食品安全性政策を展開してき

た EUは国際的な貿易規律・ルールとの整合性および国際経済関係との調整という問題に

直面してきたし，現在も直面している。 

 

１） 成長ホルモン牛肉規制紛争 

それでは，まず食品安全政策・SPS措置をめぐるWTOの紛争処理メカニズムの代表的

な事例である EUとアメリカ・カナダ間で争われたホルモン牛肉ケースについて，その経

緯と論点を確認していくことにする22。 

 

表１ ホルモン牛肉紛争の経緯 

1981 
指令 81/602/EEC（成長ホルモンの家畜への投与，投与された家畜の屠殺・販売お

よびその肉および肉製品の加工・販売を原則として禁止） 

1988 
指令 88/146/EEC，指令 88/299/EEC（六つの合成・天然の成長ホルモンの流通・

輸入を禁止）．アメリカは 1989年 1月から報復関税をパネル設置まで続ける 

1996 
WTO体制発足（SPS協定発行），指令 96/22/EC 

（アメリカ）1/26協議要請，4/25パネル設置要請，5/20パネル設置 

1997 8/18パネル報告 

1998 1/16上級委員会報告，2/13パネル報告・上級委員会報告採択（EU敗訴） 

1999 アメリカ：EU食肉などに対し 100%の報復関税適用 

2003 
EU 常設獣医委員会のリスク評価に基づき（指令 96/22/EC を改正した）指令

2003/74/EC採択  

2005 （EU）1/13（第 2回）パネル設置要請，2/17パネル設置 

2008 11月に新たな上級委員会報告が出される 

出所：筆者作成 

 

表１には，ホルモン牛肉ケースの経緯が記してある。この成長ホルモンの安全性をめぐ

る国際交渉と貿易紛争は，ヨーロッパ域内の消費者不安を背景に，成長促進目的の３つの

合成ホルモン（ゼラノール，トレンボロンアセテート，メレンゲステロールアセテート）

に対し，発がん性など安全性に疑問があるという理由から，（牛を含む）家畜ならびにこれ

らを使用した牛肉と牛肉製品の流通と輸入を，EEC 指令（81/602/EEC および

88/146/EEC）に基づき禁止したことに端を発する。成長ホルモン規制が進んだ要因として，

例えば，1977年以降に起きた北イタリア児童の異常な発育や，違法成長ホルモンのベビー

フードへの混入および同時期に発生した BSE などが議論の高まりの原因として指摘され

ている。なお現在 EUでは，乳牛の乳量を増やすために遺伝子操作によってつくられた成

                                                  
22 EC-Measures Concerning Meat and Meat Products（Hormone） 
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長ホルモン（BST）の使用・売買を 2000年 1月 1日以降禁止している。その理由は，BST

の注射箇所が痛く，長期間腫れ，痛みが伴うこと，また乳房の感染症である乳房炎を多発

することから，動物（乳牛）の福祉に反することにあるという23。 

 

アメリカ（およびカナダ）では，これら成長ホルモンの使用は認可しており，欧州共同

体（当時 EC）に対し大きな牛肉輸出のシェアを誇っていた。そして，これら EC 指令に

基づく措置が EC産牛肉の保護にあたるとして GATTに提訴した。しかし当時の紛争処理

メカニズムは，両国が了解しなければ設置されないシステムになっていた。そこでアメリ

カは，1989年 1月 1日以降，ECの規制に対し報復措置を発動する。通商法 301条に基づ

き EU製品（牛肉，トマト調製品，コーヒー，アルコール飲料，ペットフード等）に対し

て 100%の関税引き上げを行ったのである。 

 

WTO において整備されたシステムのもとアメリカは，欧州委員会を再び提訴し，1996

年 5月 20日にパネルが設置された。そして，アメリカは以下の 3 点を中心に，欧州委員

会の成長ホルモン規制が SPS協定上違反であることを主張した。①欧州委員会の輸入禁止

措置はリスク評価に基づいていないので，SPS 協定 5.1 条（「リスク評価」）に違反する。

②衛生上の保護水準についての恣意的・不当な区別による国際貿易に対する差別または偽

装された制限をもたらすので，SPS協定 5.5条（「適切な保護の水準」）に違反する。③欧

州委員会の輸入禁止措置は国際基準であるコーデックス委員会の策定した基準に基づいて

おらず，その乖離は SPS 協定 3.3 条（「例外措置」）に基づき正当化されないので，SPS

協定 3.1 条（「国際基準との調和」）に違反する。これらの点をめぐって，WTO の紛争解

決機関（Dispute Settlement Body：DSB）で議論が交わされた24。 

 
                                                  
23 松木洋一・永松美希編［2004］『EUの有機畜産』農文協，27頁． 
24 ある貿易措置が WTO規定上で許容されるか否かが論点になるわけだが，WTOにおいてそれは
DSBにおいて判断される．DSBはWTOの組織上は一般理事会の一部であり，GATTの時期から存在
していたが，WTOの発足以降強化され，いまではWTOにおける貿易ルール形成の重要な機能を担うよ
うになっている．また，WTOの紛争解決手続きを規律するルールは，「紛争解決に係る規則及び手段
に関する了解（DSU）」であり，WTO協定の付属書 2がこれに該当する．貿易相手国がルール違反を
したと考える場合，それをWTOの紛争処理に提訴する．WTOは，ケースごとにパネルを創設し（パネ
ルのメンバーは 3人の専門家），ケースを審議し結論を出す．パネル報告の判断に不服がある当事者は，
（7人の常設の委員会である）上級委員会（Appellate Body）に上訴できる．このプロセスには時限が
付いており，一定の期間内にパネルを設置し，結論を出さなければならない．仮に訴えられた国が敗訴す

ると，その国はルール違反と判定された事項をWTOのルールに合うように変える．あるいは，WTOの
紛争処理メカニズムの決定に従わない場合には，損害をこうむった国は損害分だけ相手国に対抗措置（制

裁）を科すことができる．その場合，相手国に課す制裁の分野は問わないことから，クロス・リタリエイ

ション（Cross-Retaliation）と呼ばれる．上級委員会はパネルの行った法的判断を審査し，これに協
定解釈の誤りがある場合にはその判断を覆して，独自の法的判断を示すことができる．ただし，上級

委員会はパネルの行った法的判断のみを審査するものであり，事実について再調査することはできな

い．パネル報告の内容の一部が上級委員会によって覆された場合には，上級委員会報告によって覆さ

れなかった部分がパネル報告として採択される．その内容の全てが覆された場合には，上級委員会報

告のみが採択される．上級委員会の結論は，すべての国が反対しない場合，それはWTOの最終結果と
なる（このことは，ネガティブ・コンセンサスと呼ばれる）． 
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結論は，パネル報告（WT/DS26/R/USA, WT/DS48/R/CAN：1997年 8月 18日）・上級

委員会（WT/DS26/AB/R, WT/DS48/AB/R：1998年 1月 16日）ともに，欧州委員会の規

制をWTO協定違反であると判断を下している。しかし，立証責任の所在を被申立サイド

の欧州委員会にあるとし，厳しく国際基準へのハーモナイゼーションを示したパネルの判

断に比べ，上級委員会はパネル報告を大部分修正した。上級委員会では，輸入サイドの SPS

措置を採用する当事国の権利を一定程度認めるとともに，主権の制限にはかなり慎重な姿

勢をとっている。また，SPS措置に必要な「科学的証拠」は，必ずしも多数派の意見であ

る必要はなく，因果関係の説明として用いることのできる手法に対してもある程度柔軟性

を持った理解を示している。ただ，上級委員会の判断において重要視されたことは，まず

コーデックス基準が先に策定され，成長ホルモンについて一日摂取許容量（ADI）が設定

されたこと，そして，欧州委員会サイドが提出した科学的証拠の客観性があまりにも不十

分であること，つまり明確なリスク評価に基づいた SPS措置ではなかったことが，ECの

規制をWTO協定に反するとした重要な決め手となった。しかしこのパネル報告と上級委

員会報告における判断が大きく変化したという事実から，貿易と安全性の間の利益をいか

に調整するかに関してWTOの模索をみることができる。なお上記したシステムの通り，

上級委員会の報告によりパネル報告の一部が覆されたため，上級委員会とパネル報告それ

ぞれが採択されたことになる25。 

 

そして，1998年 2月に上級委員会報告が DSBによって採択された後，ECが DSBの裁

定・勧告を履行するための期間は仲裁により 15ヶ月（1999年 5月まで）と決定された。し

かし，欧州委員会は期間内に履行しなかったため，アメリカとカナダは，DSB に対し対抗

措置の承認を申請し，1999年 7月，DSU22.6条に基づく仲裁によりその程度が決定され（ア

メリカ：1億 1680万米ドル/年，カナダ：1130万カナダドル/年），アメリカとカナダは 7月

29日以降，対抗措置（ECの特定産品に対する 100%の関税引き上げ）を実施した。 

 

しかし欧州委員会は，リスク評価を実施し直した上で，2003年 10月に新たなホルモン

牛肉禁止措置を施行している。EFSAにおける EU常設獣医委員会のリスク評価に基づき，

（Regulation 96/22/ECを改正した）Regulation 2003/74/ECを採択したのである。本指

令によりエストラジオールは永久に使用禁止となり，他の５つのホルモンについては引き

続き科学的な根拠が解明されるまで使用禁止を決めた。欧州委員会は，この手続きにより，

リスク評価が必要だとする DSB の勧告・裁定を「履行した」としてアメリカ・カナダの

対抗措置を 2005年 1月，逆に WTOへ提訴した．翌月にパネルが設置され，近頃新たな

上級委員会報告が提出された（WT/DS320/AB/R：2008年 10月 16日）。しかし現在もな

お「決着」はついていないというのが本当のところであろう26。 

                                                  
25 採択日は 1998年 2月 13日である． 
26 なお形式上，二つのパネルは独立しているが，事実上同一とみなされている． 
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この間のプロセスにおいて，2007年 6月 12日には EFSAの科学パネルから成長ホルモ

ン牛肉（産品）が人体に及ぼす影響について先のリスク評価を修正するべき理由は見あた

らないとするコメントが出されており，EU の規制自体に路線の変更はみられないといえ

る。また国際的なレベルでは 2008年 10月に，成長ホルモンをめぐる紛争処理について，

WTOの上級委員会から報告が出されている27。同報告では，まず幾つかのパネルの不備（公

平性を欠いた科学的専門家の選択など）が訂正された。そして，EU が 2003 年から再導

入した成長ホルモン規制措置およびWTOルールとの整合性および米国・カナダが採用し

ている対抗措置について，EU の新規制が導入された後も継続することが WTO ルールに

有効かどうかについて結論が出せなかったことが記されている。また同報告は，米国・カ

ナダと EUが紛争解決のための手続を開始するよう求めている。同報告を EUサイドは自

らの規制の正統性を示すものとして好意的に受け止めている28。 

 

対してアメリカはどうか．記述の通りWTOはクロス・リタリエイションを許可してお

り，その措置としてアメリカとカナダは，1999年 7月以降それぞれ 1億 1680万ドル，1130

万カナダドルに相当する EU 諸国製品に 100％の制裁関税を課してきた29。その対象とな

ってきたのが，EU 加盟各国の生鮮・冷凍食材（肉・魚）や食料品である。とくに，ミネ

ラルウォーター，ロックフォール・チーズ，フォアグラなどの産品は，100％という高い

関税によって事実上輸出不可能な状態にあったといわれる。この措置は農業大国でありペ

リエやエビアンといったミネラルウォーター・ビジネスやロックフォール・チーズなど畜

産ビジネスを多く抱え，EU の農業・食品安全政策においても主導的な立場にあるフラン

スをかなりの程度狙い打ちするものとみても大筋では外れていないだろう。そして 2009

年に入りアメリカは合衆国通商代表部（USTR）を通じて，先の 2008年 10月の上級委員

会報告を受けて，総額の 1 億 1680 万ドルは維持しつつも，制裁関税の内容を変更してい

る30。特にロックフォール・チーズの関税を 100％から 300％へと引き上げたことに注目

が集まっている。USTR 代表のスーザン・シュワブ（Susan Schwab）はこの措置の狙い

は貿易障壁を引き上げることよりもむしろ引き下げることにあるとし，アメリカ産牛肉の

EU 市場へのアクセス回復を求めている。EU サイドはこのような対象産品見直しは遺憾

であるとしWTOへの提訴も辞さない構えを見せつつ，アメリカのオバマ新政権との交渉

に臨む方針を明らかにしており，これまで懸念とされていた幾つかの「大西洋案件」（大西

洋を挟んだ米欧間での貿易紛争）の動向と併せて，今後の推移が注目される。 

                                                  
27 詳細は，http://www.wto.org/english/tratop_e/dispu_e/cases_e/ds320_e.htmを参照のこと． 
28 EU の貿易に関するスポークスマンであるピーター・パワー（Peter Power）は，同報告について，“This 
is an important decision. The panel had no sound basis for questioning the WTO-legality of the new 
EU hormones directive.  These clarifications will strengthen WTO members' ability to protect 
citizens”と述べている（http://ec.europa.eu/trade/issues/respectrules/dispute/pr221208_en.htm）． 
29 数値は注 27と同じ webサイトより． 
30 詳しい変更内容については，
http://www.ustr.gov/assets/Document_Library/Federal_Register_Notices/2009/January/asset_upload
_file581_15288.pdfを参照のこと． 
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 2） 遺伝子組み換え規制紛争 

大西洋案件として米欧の食品安全規制と貿易をめぐるもうひとつの大きな紛争は，GM

規制をめぐるものである。まず，GMO 生産をめぐる状況について確認することからはじ

めよう。 

 

GMOの栽培品目（2006年）は，その割合順に，大豆が約 60%，次いでトウモロコシ，

綿花となっている。そのうち性質別の割合では，「除草剤耐性（雑草防除のための除草剤の

散布を減少）」が 70.8%，「害虫抵抗性（害虫駆除のための殺虫剤の使用を減少）」が 18.0%，

両者の性格を合わせた「両性付与」が 11.2%である。これら性質の GMOは｢第一世代｣と

呼ばれており，さらに現在，環境ストレス耐性，健康増進機能を有する GMO，通称「第

二世代」が開発中である。+ 

 

GM 作物の作付面積は，1996 年にはわずか 1.7 万 ha に過ぎなかったが，2000 年には

442万 ha，そして 2004年には世界で約 8100万 haを誇っており，さらに伸びて 2007年

では約 1億 2000万 haと，ここ 10年弱の間に右肩上がりで増加している。表 2と図 3は，

国別の GM作物の栽培面積と，先進国・途上国で分類した GM作物の栽培面積を記したも

のである。この統計からは，「生産量の拡大と生産国の偏在」がみてとれる。記述のように

GM作物の栽培面積は，1996年の約 170万 haから，2007年には約 1億 2000万 haへと

大幅に拡大しているが，そこでは，アメリカ，アルゼンチンが全体の 7割以上を占めてい

る（2007年）。発展途上国における栽培面積の拡大も，この間の特徴である。とりわけ南

米諸国（アルゼンチン，ブラジル）の伸びが顕著だといえる。以上から，GM作物の生産

地は世界中満遍なく広がっているとは必ずしもいえないが，発展途上国を中心に徐々に生

産国が広がっていることがわかる。 

 

 表３では，各国の GM作物生産対応状況およびポジションを３段階に分けて整理してい

る。特徴としては，ブラジルの生産割合が 15万 haで世界第 3位（2007年）に伸びてい

ることが挙げられる。これは，ブラジルが対 GMO政策を変更したことにより，積極路線

へとシフトした影響だと思われる。ブラジルの栽培面積は 2003年の統計では約 5万 ha

であったことからも，その伸び率が伺えよう。GMOについては，中国，インドを含め新

興成長国の動向にはとりわけ注意が必要であろう。そして，米国やカナダといった非ヨー

ロッパの農産物・食品生産大国は GMOの生産に対しても積極的であることが指摘できる。 
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表 2 主要国の GM作物栽培面積と栽培種類（2007年） 

順位 国 面積（百万 ha） 栽培種類 

1 アメリカ 57.5 
大豆、トウモロコシ、綿花、カノーラ、ス

カッシュ、パパイヤ、アルファルファ 

2 アルゼンチン 19.1 大豆、トウモロコシ、綿花 

3 ブラジル 15.0 大豆、綿花 

4 カナダ 7.0 カノーラ、トウモロコシ、大豆 

5 インド 6.2 綿花 

6 中国 3.8 
綿花、トマト、ポプラ、ペチュニア、パパ

イヤ、甘唐辛子 

7 パラグアイ 2.6 大豆 

8 南アフリカ 1.8 トウモロコシ、大豆、綿花 

9 ウルグアイ 0.5 大豆、トウモロコシ 

10 フィリピン 0.3 トウモロコシ 

11 オーストラリア 0.1 綿花 

12 スペイン 0.1 トウモロコシ 

13 メキシコ 0.1 綿花、大豆 

14 コロンビア ＜0.1 綿花、カーネーション 

15 チリ ＜0.1 トウモロコシ、大豆、カノーラ 

16 フランス ＜0.1 トウモロコシ 

17 ホンジュラス ＜0.1 トウモロコシ 

18 チェコ ＜0.1 トウモロコシ 

19 ポルトガル ＜0.1 トウモロコシ 

20 ドイツ ＜0.1 トウモロコシ 

21 スロバキア ＜0.1 トウモロコシ 

22 ルーマニア ＜0.1 トウモロコシ 

23 ポーランド ＜0.1 トウモロコシ 

注：メキシコ（13位）までが GM作物が五万 ha以上栽培している国である。 

 

 

 

注：△の線は発展途上国、□の線は先進工業国、◇は合計 

 

図 3 GM作物の世界の栽培面積（1996-2007） 

出所：表 2、図 3は、ISAAA：Global Status of Commercialized Biotech/GM Crops: 2007より筆者作成 

単位：百万 ha 
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表３ 各国の GM作物生産対応状況（2007年統計） 

GMOへの態度 先進国（作付面積と順位） 発展途上国（作付面積と順位） 

積  極 

米国（57.5万 ha：①）

カナダ（70.0万 ha：④）

南アフリカ（ 1.8万 ha：⑧）

アルゼンチン（19.1万 ha：②）

インド（ 6.2万 ha：⑤）

中国（ 3.8万 ha：⑥）

ブラジル（15.0万 ha：③）

中  間 
オーストラリア 

ニュージーランド 

アフリカ諸国 

中南米諸国 

慎  重 EU、日本、韓国 ASEAN諸国 

注：ブラジルは、2000年代前半の政策変更以降、急速に生産量を伸ばしている（2003年の統計では約 5

万 ha）。世界全体の栽培面積は、約 120万 haである。 

 

このようなポジションの違いを背景に，GMOへの規制と貿易をめぐるコンフリクトが米

欧間で発生している。WTO panel on the EC-Biotech dispute（以下，バイテク・パネル）

である31。そこで直接の争点となったのが，EUの GMO の新規認可に関する「事実上のモ

ラトリアム」である。この 1998年以来続く新たなGMOの商品化（商業生産・市場流通）

の新規承認手続きを凍結する措置が，非関税障壁でありかつWTOルール違反だとして，ア

メリカとカナダが合同で，2004年 4月WTOに提訴し，2006年 9月 29日に最終報告書が

出されている。結果としては「事実上のモラトリアム」が WTO ルールにおける SPS 協定

違反であることが確定している（判例の流れについては，表4を参照されたい）。 

表４ 米欧 GM摩擦の経緯  

1999年 6月 EU，GMOの環境放出・市場流通規制に関わる EU指令（90/20/EEC）の見

直し検討を開始改正終了まで GMOの商業生産・市場流通の新規承認手続き

凍結（事実上のモラトリアム）措置を採用． 

→多くの承認申請が保留状態に（1998年までに 18件はすでに承認済み）．

→アメリカを中心とした輸出国の反発を招く． 

2003年 5月 アメリカ，EU「事実上のモラトリアム」措置は WTO 協定違反として，紛

争解決手続きへ提訴（カナダ・アルゼンチンも共同）． 

→米欧間の事前協議は決裂し，正式に WTO におけるパネル設置へ（2003

年 8月）． 

→CAP2003年改革により，農業政策の環境・安全政策重視路線が強化． 

→EUにおける新 GM規制政策の開始により，新たな表示規制枠組みが導入

される． 

2006年 9月 WTOにおいてパネル採択． 

出所：筆者作成  

                                                  
31 European Communities-Measures Affecting the Approval and Marketing of Biotech Products 
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アメリカは EU の「事実上のモラトリアム」措置が，WTO 協定違反として，紛争解決

手続きへ提訴（カナダ・アルゼンチンも共同）した。米欧間の事前協議は決裂し，2003

年 8月 29日には，正式にWTOにおけるパネルが設置された．2006年 9月 29日に EU

のバイオテクノロジー製品承認・販売に影響を与える措置に対する米国・カナダ・アルゼ

ンチンによる訴状を審査した紛争処理パネルの最終報告が出された（WT/DS/291/R, 

WT/DS/292/R, WT/DS/293/R）。 

 

紛争の発端となったのは，EU の GM 規制と「事実上のモラトリアム」である。1999

年 6月にデンマーク，ギリシャ，フランス，イタリア，ルクセンブルクは，欧州委員会に

対して GMO規制の改正（表示規則，トレーサビリティ，予防原則の制度化）を求め，欧

州委員会はその要求を受け，新規の認可に対して「事実上のモラトリアム」を設けること

を宣言した。この｢事実上のモラトリアム｣に対して，2001 年頃からアメリカ・カナダは

WTO を通じて圧力をかけていたが，2004 年 4 月にアメリカ・カナダが申立書を提出し，

同 7月パネルが設置されている。そして，2006年 2月 27日に中間報告書，最終報告書が

9月 29日に出されている。 

 

パネルは，まず，EUの承認手続におけるリスク評価の根拠が SPS協定に照らして適切

かどうかを問題にした。そこでは，EU立法の下であり得るリスクは SPS協定がカバーす

るタイプのリスクと結論付けたが，リスクを考慮する EU の権利は問題にされていない。

つまり，カルタヘナ議定書と同様に，リスク評価を含めた輸入国サイドの政策主権を確認

したといえる。その上でパネルは，モラトリアムの期限である 1998年 10月から 2003年

8 月 29 日の期間において，24 の製品の承認について完了していない事実に触れ，この点

は SPS協定違反であるとした（しかし，EUは既にモラトリアムは解除しており，この点

は実体的な意味を持たない）。そして，EU が承認した GM 製品の禁止を続ける先の 6 つ

の EU 諸国のセーフガード措置についてパネルは，EU 委員会のリスク評価は十分なもの

であり，各国の措置は根拠に乏しく，SPS協定違反であると判断している。 

 

結論のみ記せば，パネルは EUモラトリアムの違法性を確認している。先に触れたよう

に，パネルはバイオテクノロジー使用製品の安全性や同種の産品に関する問題，そして，

EU 法と WTO 協定との関係には言及せず，論点をあくまで「手続き」に限定している点

に注意が必要である。つまり WTO は，GMO やバイオテクノロジーに対して具体的・実

体的な判断を下していない。それゆえこの判断によって GMOの物理的・社会的リスクの

影響を見極められず，その導入をためらっているアフリカ諸国を始めとする多くの国々の

GM作物導入がこの裁定により促されたり，強制されたりすることはあり得ないであろう。

その理由として例えば，既に EUが事実上のモラトリアムを解除しており，規制への実質

的な効力をもたないことか挙げられる。また，バイテク・パネルが EUの表示義務を判断
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の対象外としていることも大きい。今後WTOの場で，EUの GM規制が再び争われる可

能性も残されているように思われる。 

 

それでは次に，EUの GM産品へのラベリング政策の具体的内容をみていこう。 

先述の通り，EUの GMO規制（GMOの新規認可に関する「事実上のモラトリアム」）

を問題視するアメリカとカナダは，2004年 4月WTOに提訴し，2006年 9月 29日に最

終報告書が出されている。この「バイテク・パネル」の判断において，表示義務の問題は

判断の対象外としている。それでは，表示義務の問題とはなにか。アメリカでは GM食品

については基本的に「任意表示」であるのに対し，EU の場合は，（混入率 0.9%以上の）

GMO 由来商品すべてに「表示義務」が課されているという違いがある。この根拠法とな

るのが，EU において 2003 年 7 月に成立した「食品・飼料規則（EU Regulation 

No.1829/2003）」，「表示・トレーサビリティ規則（EU Regulation No.1830/2003）」であ

る。これら規則により，食品ないし飼料として利用される GMO認可手続き，また表示義

務の対象の品目，表示の例外規定等が決定される。 

 

同規則は 2004年から施行され，最終製品に DNAを含むか否かにかかわらず，GMOか

ら製造された食品・飼料に表示義務を課しており，プロセス規制方式である．表示が免除

されるのは，非意図的な混入率が 0.9%未満の場合に限定されている。つまり EU では，

混入率が 0.9%以上の GMO製品はすべて表示しなければならず，また欧州食品安全機関が

安全性を評価したものであれば，欧州委員会で未認可であっても 0.5％までの混入率は許

容される32。この規制水準は，世界的にみても最も厳しいもののひとつである33。また表示・

トレーサビリティ規則により，事業者は，GMOの種別も含めて，GMO関連製品の取り扱

いに関する記録をフードチェーンのすべての段階で 5年間保持することが求められる。ト

レーサビリティによる GMO種別の表示システムは，経済協力開発機構（OECD）で開発

されたユニーク・コードを準用することとなっている34。 

 

ここで再度確認しておけば，国際貿易ルールにおいて今回紹介した事例で問題とされた

のは，あくまで新規認可とそのモラトリアムに関する部分に限定されている。これらの措

置とその後に言及した表示にかかる措置は，GMO をめぐる政策領域全体からみれば一部

分に過ぎない。とくに，ここで全く言及していない商業栽培と環境の遺伝子汚染といった

                                                  
32 食肉および肉製品は表示が免除される．問題として，これら食肉関連製品の飼料に GMOが用いられ
ていたとしてもそれは表示の対象外となり，制度の欠陥としてこの点が指摘される． 
33 他にプロセス規制方式に基づく表示義務を採用している国としては，ブラジルや中国がある．また，
オーストラリア・ニュージーランドとロシア，サウジアラビアは，最終製品の混入率のみを表示するプロ

ダクト規制方式だが，それぞれ 1％水準とかなり厳しい規制を敷いている（ロシアは 0.9%）．対して日本
は，プロダクト規制方式であり，混入水準は 5%と，かなり緩いものになっているのが現状である
（Gruere,G.P and Rao,S.R.[2007],“A Review of International Labeling Policies of Genetically 
Modified Food to Evaluate India's Proposed Rule”, AgBioForum, 10(1):pp.51-64）． 
なお，事業者が独自の製品特定のシステムを有する場合は導入が免除される． 
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論点は，途上国をより一層巻き込みながら各種国際的なフォーラムで議論が交わされてお

り，知的財産権政策や途上国の伝統的知識との関係を含め，むしろ環境政策として検討さ

れるべき論点は数多く残されていることに留意されたい。 

 

4 むすびにかえて 

 

前節では GM規制，とくに GM産品に対するWTOでの取り扱いおよび表示に限定され

たものではあるが，米欧間において GM規制の中身が決定的に異なっていることを確認し

た。GM表示に関するルールは，市場の不安定性を管理するために導入され，拡張されて

きたといってよい。EU は商品化当初，GM 製品への表示義務を望む声を無視してきたと

いわれている。だが 1997 年には，公衆の保護と市民の関心に応える形で，1％レベルで

DNA あるいはたんぱく質から検出される製品には表示義務が課されるというルールが形

成されている。その後の事実上のモラトリアムとその解除に合わせ，現行の表示制度が導

入されてきたという経緯である．その取り組みに対しては，消費者の権利を拡大すること，

そして，あらゆる食品に GM成分が含まれているかどうかを明らかにすることへの要求を

満たすためのルールだという評価がなされている35。EU の食品安全ガバナンスの全体的

な形成過程をみても，グリーンペーパーと食品安全白書を作成し，そこでの意見の集約と

蓄積を踏まえリスクコミュニケーションの過程を重視しながら，具体的な一般食品法規則

の形成に至っている。EU の食品安全ガバナンスを特徴付けるとするならば，自然科学的

な意味で純粋「科学」のみに根拠付けられて形成されてきた制度というよりも，社会的な

規範の中で形成されてきた制度であると表現できるかもしれない。 

 

また，同じく EU食品安全ガバナンスの形成過程においてみてきたように，BSE危機を

背景としてフードチェーン全体の管理を指向する政策動向をみせてきたという特徴がある。

上でみた GM表示についても DNAレベルまで製品の情報を明らかにするには，生産段階

での規制が必要不可欠である。また EUの公式文書には，飼料の安全性（Feed Safety）と

いった概念が度々登場している。飼料の安全性が問われるようになった背景としては，何

よりも狂牛病が重要であり，それは効率性を重視する集約的生産によりエコロジー的な循

環の攪乱が人為的に行われたと結果と表現することもできる。つまり，最終的な製品であ

る家畜のみならず，家畜を生産する過程そのものに食品の安全性の観点，そしてエコロジ

ーの観点から政策改革を進めている。GM規制や，本稿では触れなかったが商業用動物と

くに家畜の生産プロセスへの公共的規制である動物福祉に関する諸政策も，生産から消費

までの統合的プロセス管理という同様の論理で説明できるように思われる。これら諸点に

                                                  
35 Levidow, L [2007],“The Transatlantic Agbiotech Conflict as a Problem and Opportunity for EU 
Regulatory Politics”, in The International Politics of Genetically Modified Food: Diplomacy, Trade and 
Law, Palgrave Macmillan, p.130.  
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ついての詳細な検討を今後の課題としたい36。 

 

さて，これまでの議論からも，EU が世界の食品安全に関するルール形成のトップラン

ナーであることは了解されるだろう。ただしその政策は，グローバリゼーションとの緊張

関係にある。本稿の後半部分で見てきたように，生産プロセスの差異を規制の根拠とする

ことを伝統的に禁止してきた国際貿易ルールとの関係がクローズアップされている。 

 

本稿では，成長ホルモン牛肉規制紛争と遺伝子組み換え規制紛争の２つの EUの規制と

国際貿易ルールとの関係（および論争点）を概観してきた。とくに前者の紛争において EU

は，紛争自体が継続していることももちろん大きいが，WTO の制裁措置を受けながら，

自分のSPS措置の正当性を立証するための努力をWTOのルールとの整合性を重視する形

で続けてきたようにみえる。しかも対抗措置の制裁関税分のコストを支払い続けながらで

ある。このような EUの戦略をどのように評価するかについては，議論が分かれるところ

であろう。成長ホルモン牛肉の案件は，安全性規制と貿易ルールとの関係を広く認知させ，

リスク分析のようなこれまで貿易ルールをめぐり明確には議論されてこなかった論点の出

発点となったという特筆すべき特徴がある。一方で同案件をめぐり，「予防原則」を不完全

な形でしか取り入れていない（あるいは取り入れられない）WTOへの批判は，特に市民・

NGOの立場から根強い。WTOとその国際貿易ルールは，国家の政策主権を尊重すること

と自由貿易規範の維持との間で揺らいでいるのである。歴史を振り返ればWTOは前身の

GATT時代から，貿易の自由化（関税の引き下げ）には，その成果を含めて役割を果たし

てきたといえる。しかし裏を返せば，それ以外の目的に対しては，具体的な規範と政策ビ

ジョンそして実効性にある手段を持ち合わせていないとするのは言い過ぎであろうか。貿

易ルール違反を戒めるために許可されている制裁関税についても，輸入財の価格が上がっ

てしまうかあるいは輸入がストップすることでそもそも消費できなくなってしまい輸入国

の経済厚生を下げてしまう可能性があることから，国際交渉における“脅し”の効果や政

策変更のインセンティブの効果は指摘されるものの，経済学者の評判は必ずしも高くない。

このような制裁関税のひとつの限界は，牛肉ホルモン規制紛争でも露呈されている。 

 

結局のところ我々は，グローバリゼーションの中で，EU の食品安全ガバナンスが今後

どのように展開していくのか，国際貿易ルールの制約下でのリスク分析と予防の関係はど

うなるのかなど今後の動向に注目していく他なく，その動向の中にしか新しいグローバ

ル・ガバナンスの方向性は見えてこないのではなかろうか。そして，具体的な制度の中身

や手続きの検討を重視しつつも，食品安全規制をめぐる米欧間紛争の底流には農業生産お

よび「科学」の取り扱いをめぐる米欧の哲学の違いがあることをきちんと認識することも

また，この種の国際問題を理解するにあたっては重要視されて然るべきだと考える。 

                                                  
36 EUの食品安全にかかわる個別の政策課題について，体系的な解説した文献は日本語では見当たらない
ため，さしあたりは http://ec.europa.eu/food/food/index_en.htmにアクセスし情報を集める必要がある． 




